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＊①日本のSNS「丸腰」は危険…ﾏｽｸ氏ﾂｲｯﾀｰ混沌
　　　　　　　　　　　　　　　村山　恵一（日経新聞・本社ｺﾒﾝﾃｰﾀｰ）
米起業家のｲｰﾛﾝ・ﾏｽｸ氏が引き続きｽﾎﾟｯﾄﾗｲﾄを浴びる。舞台は経営権を握った米ﾂｲｯﾀｰ。ｲ
ﾝﾌﾗ化をしたSNSが社会に与える影響は大きい。その動向を世界が警戒する。
・「ﾂｲｯﾀｰは自社のﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑが関連する害を理解し、解決策を講じなければならない」。国
連のﾄｩﾙｸ人権高等弁務官はﾏｽｸ氏への手紙に書いた。同氏と会談した欧州委員会のﾌﾞﾙﾄﾝ
委員（域内市場担当）は、投稿を管理し偽情報を取り締まる能力があるか確かめる必要があ
ると迫った。
・ﾂｲｯﾀｰはﾌﾞﾛｸﾞで「間違いもするが、学び、物事を正す」と訴えるが、行動で社会を納得させら
れるかが問われる。

＊②
・米国ではSNSによる世論操作や外国のｽﾊﾟｲ活動への懸念が強い。ｺﾝﾃﾝﾂ管理について
SNS企業に幅広い免責を認める通信品位法230条の見直し論が浮上している。ｲﾝｽﾀｸﾞﾗﾑな
どで自傷行為の投稿を大量に見た少女が自殺した英国では、法規制が必要との声上がる。
日本も対岸の火事ではない。備えを固める時だ。
・日本の無防備さ・・IT企業が会員のｾｰﾌｧｰｲﾝﾀｰﾈｯﾄ協会は22年10月、偽情報や誤情報が広
がるのを防ぐため「日本ﾌｧｸﾄﾁｪｯｸｾﾝﾀｰ」を設立。他国に比べ動きの鈍さは歪めない。「国際
ﾌｧｸﾄﾁｪｯｸﾈｯﾄﾜｰｸ（IFCN）」によれば22年12月26日時点でIFCNの認証機関は世界に85ある
が、日本はｾﾞﾛ。ﾛｼｱのｳｸﾗｲﾅ侵攻に関わる情報を検証する国際連携にも日本は加わってい
ない。各国でﾌｧｸﾄﾁｪｯｸ人材の育成やﾒﾃﾞｨｱ教育が広がる中で日本の無防備が目立つ。

＊①ｳｸﾗｲﾅ侵攻　ﾛｼｱに代償…旧ｿ連圏で求心力低下
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　中国・ﾄﾙｺ、勢力拡大狙う
ﾛｼｱによるｳｸﾗｲﾅ侵攻から2月で1年になる。旧ソ連時代の勢力圏の奪回を目指すﾌﾟｰﾁﾝ大統
領が起こした紛争は泥沼化し、むしろ域内における求心力が大幅に低下した。2023年はソ連
崩壊後も残ったﾛｼｱを盟主とする旧ソ連圏秩序の自壊のﾌﾟﾛｾｽが加速しそうだ。
・旧ソ連の国々で構成する独立国家共同体（CIS）の非公式首脳会議で連携を呼びかけた。ｻ
ﾝｸﾄﾍﾞﾃﾙﾍﾞﾙｸの会場で8ヵ国の首脳にCISのﾏｰｸの記念指輪を送ったが、ﾍﾞﾗﾙｰｼのﾙｶｼｪﾝｺ
大統領だけが着けていた。
・CIS圏内でﾛｼｱの侵攻に理解を示しているのはﾍﾞﾗﾙｰｼだけ。ｶｻﾞﾌｽﾀﾝなどｳｸﾗｲﾅの中央ｱｼﾞ
ｱの国々はｳｸﾗｲﾅの主権尊重を求め、ﾛｼｱと距離を置く姿勢をみせている。

＊③
・「ｲﾝﾌﾙｴﾝｽｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ（心理作戦）」･･米ﾏｲｸﾛｼﾌﾄ22年情報ｾｷｭﾘﾃｨｰ報告書で大きく取り上げ
た。強権国家がSNSでﾌﾟﾛﾊﾟｶﾞﾝﾀﾞを拡散する行為を勢いづかせているからだ。ﾄﾑ・ﾊﾞｰﾄﾞ副社
長は日本も警戒せよと説く。例えば中国。日本人と「信頼関係」を築く段階があるが、「やがて
中国政府の良さを訴えたり、人権侵害への懸念を否定したりするﾌﾟﾛﾊﾟｶﾞﾝﾀﾞが生まれだす」。
台湾有事の緊張が高まれば心理作戦は加速する可能性がある。
・社会を前に進める力がある・・忘れてならないのは、SNSには社会を前に進める力が内包さ
れている。ｽﾍﾟｸﾃｨの村上建治郎取締役が言う。「ｽﾏﾎを手にした人達が目の前の出来事を写
真や動画に撮り、SNSに発信する。これまで見られなかったものがすぐに見える」。ﾃﾞﾏ対策等
に手間はかかるが、それでも災害や事件・事故の端緒をつかむのに人の力や知恵が介在す
るSNSの情報は役に立つ
・SNSを使いこなす道筋をつけられるか、ネット時代を生きる正念場だ。

＊②
・ﾛｼｱは域内紛争の調停役できず・・ｱﾙﾒﾆｱは隣国ｱｾﾞﾙﾊﾞｲｼﾞｬﾝとの国境紛争でCSTO（集団
安全保障条約機構・旧ソ連圏の軍事同盟）による軍事介入を求めたが、ﾛｼｱが派兵に難色を
示す。ｱﾙﾒｼｱのﾊﾟｼﾆｬﾝ首相は「CSTOは機能不全に陥っている」と批判した。これまで域内で
政変や騒乱が起こるとﾛｼｱが事態の収拾をする例が多かった。現状では他の国の紛争を処
理する余力が乏しい。
・ﾀｼﾞｸｽﾀﾝのﾗﾌﾓﾝ大統領は10月の中央ｱｼﾞｱ諸国とﾛｼｱとの首脳会議でﾌﾟｰﾁﾝ氏に面と向
かって、「旧ソ連時代のように中央ｱｼﾞｱ諸国を扱わないで欲しい」と発言。ﾛｼｱの威信の低下
を印象付けた。
・ﾛｼｱは資源による収入をつぎ込んで長期戦を戦う姿勢を示すが、兵員不足は深刻で、若者
の国外脱出も急増した。
・23年はﾕｰﾗｼｱ大陸を舞台に各国の勢力争いが一段と激しくなる見通し。
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＊今年の10大ﾘｽｸ…「ならず者国家ﾛｼｱ」首位
米政治のﾘｽｸの調査会社ﾕｰﾗｼｱ・ｸﾞﾙｰﾌﾟは3日、2023年の世界の「10大ﾘｽｸ」を発表した。
⦿ﾕｰﾗｼｱGが予測する10大ﾘｽｸ
　❶ならず者国家ﾛｼｱ❷最大化する習権力❸ﾃｸﾉﾛｼﾞｰによる社会混乱
　❹物価高騰の波❺追い詰められるｲﾗﾝ❻ｴﾈﾙｷﾞｰ危機
　❼途上国への成長打撃➑米国の分断❾ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾈｲﾃｨﾌﾞ世代の台頭
　➓水不足
・2番目の大きなﾘｽｸは、習近平主席の権力集中が引き起こす混乱。習氏に反対する声が無く
なり、「大きな間違いを犯すﾘｽｸが高まっている」と指摘

＊企業ﾄｯﾌﾟが年頭所感
⦿環境変化を事業機会とみるﾄｯﾌﾟが多い
　▼ﾌﾞﾘﾁﾞｽﾄﾝの石橋秀一CEO＝ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙなどの取り組みをﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙと連動させなが
ら加速する。
　▼KDDIの高橋誠社長＝行政や企業と連携し、ﾒﾀﾊﾞｰｽを通じて新たな体験価値創造に貢献
する。
　▼積水ﾊｳｽの仲井嘉浩社長＝海外戸建て１万戸を供給するﾋﾞｼﾞｮﾝを実現する。
　▼ﾕﾆ･ﾁｬｰﾑの高原豪久社長＝（消費者の価値観の変化など）予測可能な未来に先見力を
発揮し先手必勝で臨む。
　▼ﾛｰｿﾝの竹増貞信社長＝大変革を着実に実行し続け、あらゆる変化をﾁｬﾝｽに変える。

＊韓流ﾌｧｯｼｮﾝ　世界展開…通販ﾑｼﾝｻ、日本に足場
　　　　　　　　　　　　　　　　　　顧客・作りての交流促す
韓国ﾌｧｯｼｮﾝ通販大手のﾑｼﾝｻ（MUSINSA）が日本を基点に世界展開へ挑む。日本で海外初
の現地法人を設立し、北米やｱｼﾞｱにも販路を拡大。ﾃﾞｻﾞｲﾅｰの育成を通じて日本初ﾌﾞﾗﾝﾄﾞの
海外販売も支援する。
34歳の韓文逸（ﾊﾝ･ﾑﾝｲﾙ）CEOは「ｱｼﾞｱﾌﾞﾗﾝﾄﾞは世界で通用する」と述べ、国境を越えてﾃﾞｻﾞ
ｲﾅｰと消費者を結ぶﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ構築を急ぐ。
・ﾑｼﾝｻは2009年に通販事業を開始。韓l国に加え、日本や東南ｱｼﾞｱ、米国、豪州など13の
国・地域で衣料品販売を手掛ける。21年の売上高は前年比41%増の4667億㌆（約480億円）、
営業利益は同19%増の542億㌆。黒字を続け、韓国では有力ﾕﾆｺｰﾝ企業の一つだ。

＊中国消費、回復兆し…年末年始国内旅行客、ｺﾛﾅ前の4割強
　　　　　　　　　　　　　　　　感染拡大一服、春節に期待
「ｾﾞﾛｺﾛﾅ」政策の緩和で爆発的感染が起きたが、北京市などでﾋﾟｰｸを越えて日常を取り戻し
つつあるためだ。1月21日から始まる春節休暇でどこまで好転するかに注目が集まる。
1月3日までに北京で人口の約59%、上海市は約47%が感染したと想定。感染の急拡大で回復
した人も増えているようで、関連企業の間で春節消費への期待が高まる。

＊①半導体供給過剰　解消は今秋以降…ﾒﾓﾘｰなど、在庫調整に時間
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　車載用は逼迫感がなお
半導体の供給過剰が長引いている。ｽﾏﾎやﾊﾟｿｺﾝなどの消費者向け電気製品に加えてIT大
手のﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰ投資も減速し、先端半導体を中心に需要が落ち込んでいる。需給ﾊﾞﾗﾝｽが底
打ちするのは2023年の秋以降となりそうだ。ただ、需要が高まるEV向けなどの半導体は逼迫
感が残っており供給制約はなお続いている。
・「過去13年間で最も深刻な需給ﾊﾞﾗﾝｽの崩れを経験している」。米ﾒﾓﾘｰ大手のﾏｲｸﾛﾝ･ﾃｸﾉﾛ
ｼﾞｰのｻﾝｼﾞｪｲ・ﾒﾛｰﾄﾗCEOは、こう語った。供給過剰で販売価格減、9～11月の売上高は前年
同期比47%減。

＊②
⦿半導体は供給過剰感（過剰感大5⇐ﾊﾞﾗﾝｽ3⇒供給不足１）
              　　　　　　　22年/10～12月  23/1～3  4～6  7～9  10～12
[用途別]　ﾊﾟｿｺﾝ　　　　　　　　　5                5       5      4         4
　　　　　　　ｽﾏﾎ                     4                4       4      4         3
　　　　　　　ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀ               4                4       3      3         3
　　　　　　　自動車                  2                2       2      2         2
[種類別]　 ﾒﾓﾘｰ                    5                5       5      4         3
　　　　　　　先端ﾛｼﾞｯｸ　　　　　　3                4       3      3         3
　　　　　　　ﾊﾟﾜｰ                     1                2       2      2         2
　　　　　　　ｱﾅﾛｸﾞ　                 2                2       2      2         2
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＊ﾍﾞﾄﾅﾑ風力、水面下で競う…住友商事「100万kw級調査着手」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｵｰｽﾃｯﾄﾞ「現地企業とﾀｯｸﾞ」
ﾍﾞﾄﾅﾑの洋上風力巡り、日欧企業が事業展開に向けた動きを本格化している。住友商事は発
電所の開発に向けて現地調査を開始。洋上風力世界最大手のｵｰｽﾃｯﾄﾞも現地企業とﾀｯｸﾞを
組む。ﾍﾞﾄﾅﾑ南部は強風が吹き、東南ｱｼﾞｱでも有数の洋上風力適地として知られる。電力不
足の懸念が高まるﾍﾞﾄﾅﾑ政府が策定中の中期の電力計画では風力発電を大幅に増やす見
通しで、各社が熱視線を送っている。
⦿ﾍﾞﾄﾅﾑ洋上風力を巡る主な企業の動き
　❶住商＝22年からｹｰﾌﾞﾙﾙｰﾄなど調査開始。50万～100万kw目指す
　❷ﾚﾉﾊﾞ＝ﾍﾞﾄﾅﾑ国営石油傘下と共同開発覚書締結、200万kw検討
　❸ｵｰｽﾃｯﾄﾞ＝ﾍﾞﾄﾅﾑT&Tｸﾞﾙｰﾌﾟと連携。30年中に200万kw稼働目標

＊ﾊﾟﾅHD、中国投資を加速…3年で500億円超、工場新増設
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　家電市場成長見込む
ﾊﾟﾅｿﾆｯｸHDは中国での投資を加速する。2024年までの3年で500億円超を投じ、家電や空調
機器など10ヵ所超の工場を新増設する。中国市場のﾆｰｽﾞに合せた製品開発を進めるなどし
て、中国事業の売上を24年度比2割増の1兆円に高める狙いだ。米中対立や新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ
禍での混乱を受けて、日本企業には部品調達を中心に「脱中国依存」の動きも広がっている
が、長期的に成長が見込める市場として攻勢をかける。

＊政府、AIで偽情報収集へ…世論工作狙う「認知戦」本格対応
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 組織・法整備　海外に送れ
政府は他国が偽情報を流し世論工作を狙う「認知戦」対策を検討する。SNS（交流ｻｲﾄ）など
に広がる虚偽の情報を収集・分析するAIを本格導入する。海外では認知領域を「第6の戦場
（陸、海、空、ｻｲﾊﾞｰ、宇宙」とみなして専門組織や法律の整備を進めており、日本は遅れが
目立つ。
⦿認知戦のｲﾒｰｼﾞ・・SNSなどで偽情報「相手国民の頭脳に働きかける」
　　❶選挙結果を自国に都合良く誘導
　　❷国際世論を味方につける
⦿各国・地域の偽情報対策　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｼﾝｶﾞ
　　　（△は選挙の調査を政府に要請中）　　　　　　米　英　台　日 ﾎﾟｰﾙ
・偽情報による干渉をﾓﾆﾀｰﾘﾝｸﾞする機関・制度　　〇　〇　〇　Ｘ　〇
・選挙等の干渉があったか調査し処罰の法律　　　〇　△　〇　Ｘ　〇
・偽情報対策のﾒﾃﾞｨｱﾘﾃﾗｼｰ教育　　　　　　　　　　　〇　〇　〇　Ｘ　〇

＊米ﾃｯｸ、拡大路線を転換…ｱﾏｿﾞﾝ1.8万人削減■ｾｰﾙｽﾌｫｰｽ7000人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　利上げで株価下落「市場も改革迫る」
米ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ企業の人員削減が広がっている。4日には米ｱﾏｿﾞﾝ・ﾄﾞｯﾄ・ｺﾑが1万8千人超、米ｾｰ
ﾙｽﾌｫｰｽが7千人超のﾚｲｵﾌを発表。利上げに伴う景気減速懸念や株主からの圧力が背景に
ある。各社は事業の見直しにも着手しており、想定を上回るﾍﾟｰｽで拡大路線の転換を迫られ
ている。米国などのﾃｯｸ企業の2022年の人員削減は15万人超で業界の勢力図が変わる契機
になるとの見方もある。
・ﾒﾀ（1.1万人削減）＝通話機器「Portal」開発中止。ｽﾏﾎｳｫｯﾁ開発中止
・ｱﾏｿﾞﾝ（1.8万人削減）＝遠隔医療「Amazon　Care」中止。ｱﾏｿﾞﾝｸﾞﾛ中止
・ｸﾞｰｸﾞﾙ＝ｹﾞｰﾑ配信「Stadia」中止。「Area　120」ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ半減
・ﾂｲｯﾀｰ＝ﾘｽﾄﾗに着手
・ｾｰﾙｽﾌｫｰｽ（7千人超を削減）＝一部ｵﾌｲｽ縮小
・ｽﾅｯﾌﾟ＝ﾄﾞﾛｰﾝの販売や交流ｱﾌﾟﾘ「Zennly」中止

＊23年「びっくり予想」公表…米景気、ﾏｲﾙﾄﾞに後退「株市場、年央が底」
ｳｫｰﾙ街のご意見番として知られる米投資ﾌｧﾝﾄﾞ大手ﾌﾞﾗｯｸｽﾄｰﾝのﾊﾞｲﾛﾝ・ｳｨｰﾝ氏が4日、最
高投資ｽﾄﾗﾃｼﾞｽﾄのｼﾞｮｰ･ｻﾞｲﾄﾞﾙｼと共同で、毎年好例の「びっくり10大予想」の2023年版を公
表した。
・「米連邦準備理事会（FRB）は金融引き締めの影響で景気後退に陥るものの、株価は年央に
は底打ちする」との見立てを明らかにした。
⦿2023年「びっくり10大予想」　（出所：ﾌﾞﾗｯｸｽﾄｰﾝ）
❶24年米大統領選で有力な新顔登場❷FRBは「金融緩和への転換」を棚上げ❸ﾏｲﾙﾄﾞ景気
後退❹株式相場は年央に底打ち❺現代貨幣理論（MMT）の信用失墜❻㌦高継続。長い目で
みて日本や欧州の資産好機❼中国5.5%目標へ前進。西側諸国と通商関係改善をはかる➑ﾛ
ｼｱのｳｸﾗｲﾅ侵攻、年後半に停戦交渉へ❾ﾏｽｸ氏のﾂｲｯﾀｰ、年末業績回復
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2023/1/7 経済 ＊減益ｻﾑｽﾝ、投資貫く…営業益半減も手元になお13兆円
　　　　　　半導体不況下、競合離す「米中対立・政府支援も恩恵」
韓国ｻﾑｽﾝ電子が半導体市況の低迷期にも攻めの投資を貫く。6日に発表した2022年10～12
月期の営業利益は前年同期の半分以下に落ち込んだ。競合が急ﾌﾞﾚｰｷをかける中でも、回
復期をにらみ設備投資は緩めない。米中対立で漁夫の利を得やすい立場にあるほか、韓国
政府の支援も後押しする。手元資金は13兆円程度と投資余力は大きいが、市況反転に時間
を要すれば、一定の影響を受けそうだ。
・逆風下のｻﾑｽﾝのお家芸でもある。不況期に資金を振り向け、次の好況期に他社を競争か
ら振り落とす戦略で、ﾒﾓﾘｰ首位を長く維持してきた。いわば勝利の方程式を今回も貫いたと
いえる。

＊春節「21億人」大移動…中国当局予測「4年ぶり制限なし」
　　　　　　「地方に急拡大　懸念」「日系企業・大都市は感染減」
中国交通運輸省は6日、22日の春節前後40日間の旅客数が延べ20.9億万人になるとの予測
を発表した。前年実績の2倍だ。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽを封じ込める「ｾﾞﾛｺﾛﾅ」政策が事実上終わり、
規制客らの大移動が再開する。一部の大都市では感染がﾋﾟｰｸを越えたとの見方もあるが、
春節をまたいで農村や小都市でも感染が急拡大する恐れがある。
・大都市圏で12月に急拡大した感染は、足元で落ち着きつつあるとの見方もある。北京市な
どでは12月最終週あたりから人通りが戻り始めた。中国の海通証券によると、主要18都市に
おける地下鉄の乗客数は年末年始に19年同時期の6割まで回復した。

＊②
⦿ﾃｸﾉﾛｼﾞｰは進化し、人との関係も変わる
『人を助ける伴走車に』➤「25～27年」・ﾃｽﾗｰがﾋｭｰﾏﾉｲﾄﾞを実用化
　「27年」・人の作業を助ける「ｻｰﾋﾞｽﾛﾎﾞｯﾄ」が約440万台に（ｽﾀﾃｨｽﾀ社）
　「29年」・ｸﾞｰｸﾞﾙが100万量子ﾋﾞｯﾄの高性能の量子計算機を実現。・AI等
　　を活用した言語処理の市場が1618億＝約21兆円に（ﾌｫｰﾁｭﾝ・B・I）
『人手不足を救う代役に』➤「30年」・ﾋｭｰﾏﾉｲﾄﾞが米製造業の人手不足の
　　4%をｶﾊﾞｰ。市場は30年代に60億㌦＝7800億円に（ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ・ｻｯｸｽ）
　・特定環境下で完全自動運転する「ﾚﾍﾞﾙ4」の車が世界で72万台（矢野）
『人をしのぎ、難題を解決に導く鍵に』➤「40年」・量子計算機が最大
　　8500億㌦＝110兆円の経済効果を創出（ﾎﾞｽﾄﾝ・ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ・G）
  [45年]・AIが人類の知能を超える「ｼﾝｷﾞｭﾗﾘﾃｨ」が実現？
　　　（注）ｼﾝｷﾞｭﾗﾘﾃｨー－広く認識された法則が成り立たなくなる時点

＊ｲﾝﾄﾞ新車販売　初の3位…昨年、日本抜く　人口・所得増　追い風
2022年のｲﾝﾄﾞの新車販売が少なくとも425万台となり、日本の420万台を抜いて初めて世界3
位になった。世界首位に迫る14億の人口や所得増加を背景に車市場が急拡大している。一
方、日本は人口減で市場縮小が見込まれる。22年は部品不足が長引き、旺盛な新車需要に
応えられなかったことも響く。世界の日本市場の地位低下が続いている。
・ｲﾝﾄﾞ新車販売台数は1～11月に413万台。同国首位のﾏﾙﾁ・ｽｽﾞｷが1日発表した12月の販売
実績を加えると約425万台となる。
・21年の販売台数は中国2627万台、米国1540万台、日本444万台で3位。

＊①止まらぬ進化、人知に迫る
世界的な金融引き締めや景気減速を背景に成長鈍化やﾘｽﾄﾗといった逆回転が始まったﾃｯｸ
業界。逆風の中でも、幅広い産業にｹﾞｰﾑﾁｪﾝｼﾞｰをもたらす可能性を秘めたAIや量子ｺﾝﾋﾟｭｰ
ﾀｰなどの技術が飛躍的な進化を続けている。2023年のﾎﾟｲﾝﾄとなる注目技術の動向を展望
する。
⦿2023年を読み解くｷｰﾜｰﾄﾞ
『生成AI』➤米国のｸﾞｰｸﾞﾙやﾒﾀ、ｵｰﾌﾟﾝAI等がけん引し、自然な文章や精巧な画像を生成する
能力が急速に向上。一段の進化でﾋﾞｼﾞﾈｽ利用。
『ﾋｭｰﾏﾉｲﾄﾞ』➤米ﾃｽﾗの参入でにわかに脚光。AIなど技術の進化で実現に前進。先進国を中
心とする人手不足の対策として期待が高まる。
『国産量子ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ』➤理化学研究所が国産第1号となる実機を整備、企業などの技術革新
を後押し。富士通なども開発に本腰。
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経済 ＊自動運転、現実解を探る…米見本市CES
　　　　　　　　　ﾚﾍﾞﾙ4、効果見極め　ｳｪｲﾓがﾀｸｼｰ向け試作車
次世代車の技術の中でも、安全性の確保やｺｽﾄの面で課題が多い自動運転には過剰な期待
感は遠のき、用途に応じた現実路線を進めている。
・ｳｪｲﾓのｼｽﾃﾑを搭載・・特定条件下で運転を完全に自動化する「ﾚﾍﾞﾙ4」の技術を載せる。ﾊ
ﾝﾄﾞﾙもｱｸｾﾙﾍﾟﾀﾞﾙもない。欧州や中国が念頭にある。CESでは独部品大手のZFがﾚﾍﾞﾙ4対応
の電動ｼｬﾄﾙﾊﾞｽを発表。
・過度の期待感が薄れる・・ﾊﾟﾈﾙ討議で米自動運転ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ、ｵｰﾛﾗ・ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝのﾘｱ・ﾋﾟｻﾈﾘ
副社長はﾚﾍﾞﾙ4に過度な期待感が薄れたことを示唆。自動運転の実現には莫大なｺｽﾄがか
かる。開発費や高価な車両価格と、運転手が不要になるﾒﾘｯﾄを勘案するとﾊﾞｽやﾀｸｼｰといっ
た公共ｻｰﾋﾞｽ向けが「ﾍﾞｽﾄ」の構図が固まりつつある。
・期待感・・交通事故の低減や高齢者などへの移動手段の面で期待はなお高い。普及のｲﾒｰ
ｼﾞが見えない中、法規制と競合の動きを探る状況が続きそうだ。

＊ｱﾝﾄ、IPO再手続へ…ｱﾘﾊﾞﾊﾞ創業・馬雲氏、経営権手放す
　　　　　　　　　　　　　　　習政権の統制姿勢占う
ｱﾘﾊﾞﾊﾞ集団の創業者、馬雲（ｼﾞｬｯｸ・ﾏｰ）氏が、経営権を持つ実質支配株主から外れ、ｱﾝﾄの
井賢棟・董事長兼CEOなどによる集団指導体制に移行。新規株式公開（IPO）手続き再開に
向けた重要な一歩となる。
・今後は単独・共同問わずｱﾝﾄを直接・間接に支配する株主が存在せず、「議決権が透明化・
分散化され、当社の健全な発展に寄与する」という。
・習近平政権は当局の十分な監督を受けていないことを問題視し、経営体制の見直しを求め
てきた。既存の金融機関と同等の規制の受入れ、個人向け融資などの消費者金融事業を子
会社として分離し、更に同子会社に政府系企業を入れ、一定の規律を確保することを求め
た。
・ｱﾝﾄを巡っては、本社置く浙江省杭州市の土地利用権を巡り、腐敗の疑いが浮上。「権力と
資本の癒着を断ち切る」と宣言し、杭州市ﾄｯﾌﾟが失脚する。巨大IT企業に対する政権の統制
の姿勢を占うことにもなる。

＊さまよう日本型複合企業…掛け算経営の「軸」必要に
戦後の日本の経済成長をけん引してきた産業といえば、自動車と電機が浮かぶ。21世紀に
入ると両社の明暗が別れる。自動車は勝ち続け、電機は輝きを失った。両社のﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙに
は大きな違いがある。自動車はﾓﾉｶﾙﾁｬｰ（単一経済）に徹し、電機は広範なﾋﾞｼﾞﾈｽを手掛け
るｺﾝｸﾞﾛﾏﾘｯﾄ（複合企業）と化したことだ。自動車は同じﾓﾉを積み上げる足し算経営なら、電機
は掛け算の妙を狙ったといえる。電機は掛け算にまぎれるﾏｲﾅｽの項が全体の足を引っ張る
事になった。
・例えば、ｿﾆｰｸﾞﾙｰﾌﾟは「本業の」家電というﾏｲﾅｽ項に足を取られた。東芝は半導体の浮沈が
正と負に振れ続け、それを補完するはずだった原発への巨額投資でつまずく。経営の失敗の
象徴と語られてきた電機だが、復活の芽が出てきた。
・「ｴﾚｷｰのｿﾆｰ」という成功体験を自ら断ち切り、ｿﾌﾄｳｪｱを中心とするｴﾝﾀﾃｨﾝﾒﾝﾄの会社に生
まれ変わりつつある。ｺﾝｸﾞﾛﾏﾘｯﾄの「軸」を見つけたのだ。日立はﾓﾉとﾈｯﾄをつなぐ基盤技術
のﾙﾏｰﾀﾞだ。
    （注）ﾙﾏｰﾀﾞｰ＝ﾃﾞｰﾀからDXを加速するsolutin&service 体系の総称

＊陸上養殖、事業化相次ぐ…ﾆｯｽｲ「ｻﾊﾞを25年めど」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｱｰｸ「管理手軽な装置」
水産大手などが陸上養殖ﾋﾞｼﾞﾈｽを本格展開する。ﾆｯｽｲは2025年ﾒﾄﾞに水を循環させながら
育てる方式によるｻﾊﾞの陸上養殖を事業化する。新興ﾒｰｶ-のARK（ｱｰｸ、東京・渋谷）は管理
が手軽な養殖装置を開発する。水産資源の獲得競争が世界で激しくなるなか、さかなを安定
調達でき環境負荷の小さい陸上養殖を商機と捉える。
・2021年度の水産白書によると、世界の食用魚介類の一人あたり消費量はこの50年で約2倍
に伸びた。日本勢が買い負ける場面が増えている。
・課題は魚の価格だ。陸上養殖はﾏｻﾊﾞ場合、通常養殖よりも割高だ。環境負荷が小さいこと
をｱﾋﾟｰﾙしていく。
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社会

2023/1/12 企業D  

＊③
―—中国は投資対象として魅力的か
「中国の証券当局は、米上場企業会計監視委員会による中国本土と香港の会計監査法人の
検査を受け入れた。米国に上場する中国企業の透明性を高めるもので、米国の投資家が長
年求めてきた。中国に資金をふり向けたいと考えている投資家は増えるはずだ」「しかし中国
政府は成長力の高いｲﾝﾀｰﾈｯﾄ企業に対して規制を強めている。知的財産の保護、産業政策
や補助金を巡っても多くの問題を抱えている。中国経済の成長率が8%前後の高軌道に戻るこ
とはあり得ない。中長期的な成長ﾘｽｸを懸念すべきだ。

＊②
――中国経済はどうみていますか
「GDPは縮小していないが、ほぼ不況入りに相当する状態といえる。今年の成長率は3%未満
とみる。08年の金融危機時に世界経済の柱となり、その後も世界の生産高の35%を占めてい
た。今は中国を頼りにできなくなってきたため、世界経済は危機的な状況に陥っている」「一
人っ子政策は中国の人口動態にゆがみをもたらした。『共同富裕』政策は生産性を悪化させ
る」
――かっては中国経済に強気でした
「1990年代後半のｱｼﾞｱ通貨危機後、中国が日本に代わってｱｼﾞｱ経済のけん引役になった。
だが、習氏は17年の党大会で、経済や政治ｼｽﾃﾑ、中国社会を支配するという見解を打ち出
した。中国経済は市場原理に基づく自由化の力よりも、ｲﾃﾞｵﾛｷﾞｰ的な決定で動くようになって
しまった」

＊好調ﾀﾞｲｷﾝ、利益率の壁…欧米印　販売と収益性の両立焦点
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　今期最終、2期連続で最高益
「利益率の落ち込みを反転攻勢させる」。2022年12月中旬に開かれた十河社長が出席する会
議でこんな言葉が飛び交った。23年3月期売上高3.7兆円、営業利益3630億円を見込み、好
調が続くものの、会議で共有された24年3月の指針には収益性改善への強い意思が示され
た。
・23年3月期の純利益は2期連続で最高益を更新する。成長は続くが、採算性には頭打ち感も
目につき始めた。原材料高等の値上げ、原価低減、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ対策などで積増した在庫
の適正化が焦点になる。
・空調は金属を多く使い、原材料高などの影響を受けやすい。今後の課題は、価格転嫁と原
価低減をどこまで続けられるか、にありそうだ。
・収益性悪化や中国の先行き不透明感などを受け、足元の株価は1年間で20%強下げた。収
益性を高めることが問われている。

＊「ﾛｼｱ　33年までに崩壊」…外交専門家ら（167人）予想
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　米ｼﾝｸﾀﾝｸ､ｱﾄﾗﾝﾃｨｯｸ、ｶｳﾝｼﾙ
外交の有力専門家の半数近くが2033年までにﾛｼｱが破綻または崩壊すると予想し、大多数
は中国が武力で台湾統一に動くと考えている—－。
・今後10年以内のﾛｼｱの破綻あるいは崩壊を予想する回答が46%。同じ期間に「革命、内戦、
政治的分断」などにより内部分裂が起きそうな国を聞いたところ、ﾛｼｱを挙げた人が40%いた。
・「ｳｸﾗｲﾅ侵攻でﾛｼｱ国内で危機が発生すること可能性が高いことが浮き彫りに。悪影響がﾛｼ
ｱ指導部だけでなく、国全体にはねかえりそうだ」。と調査を支援したﾋﾟｰﾀｰ･ｴﾝｹﾞﾙｹ氏は話
す。
⦿回答者の70%が中国の台湾を武力統一すると予想した・・米高官は中国解放軍の創設100
年に当たる27年と予想。この1年で中国政府の思惑についてより厳しい見方をするようにな
り、24年以前の侵攻もあり得ると考える人もいる。

＊①2023年の世界市場をどう読むか➤
　ｽﾃｨｰﾌﾞﾝ・ﾛｰﾁ米ｴｰﾙ大学ｼﾆｱﾌｪﾛｰ（元ﾓﾙｶﾞﾝ・ｽﾀﾝﾚｰ・ｱｼﾞｱ会長）
・中国、深刻な景気減速『中長期でも高成長は戻らず』
中国経済に悲観的な見方を示す専門家が増えている。中国の強権的な指導体制の確立が、
従来の楽観から転じるきっかけだったという。中国はすでに深刻な景気減速に見舞われてい
るとしたうえで「中長期的にも高成長にはもどらない」との見方を示した。
――世界経済の先行きをどうみるか
「2023年に世界的な不況が到来するとみる。世界経済の半分を占める米国と欧州、中国はい
ずれも景気後退に陥る可能性が高い。FRBの利上げは市場想定よりもずっと長く続く」「露か
らのｴﾈﾙｷﾞｰ供給の減少は独経済に大打撃を与えている」
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経済

2023/1/13 経済

2023/1/13 経済

2023/1/14 東南ｱｼﾞｱ

2023/1/14 企業D ＊ﾀﾞｲｷﾝ、空調を遠隔監視…130億円で米社買収
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　販売店の保守業務　効率化
ﾀﾞｲｷﾝ工業が米国で空調機器の流通網をてこ入れする。通信機器を手掛けるﾍﾞﾝｽﾀｰを約130
億円でこのほど買収、同社が手掛ける住宅の空調機を遠隔監視するｻｰﾋﾞｽを提供する。同国
に約7万店強を擁する販売店を活用して顧客との接点を増やし、得意とする省ｴﾈ機器を売り
込む。米政府の環境規制強化も追い風に、現地大手が強い米国で2025年までにｼｪｱ首位を
目指す。
・ﾀﾞｲｷﾝは空調機器の販売額で世界首位。米国では度重なる買収で事業を広げ、23年3月期
に初めて米州売上高が1兆円を超え、連結売上高3兆7600億円の3割を占める見通しだ。い
ま、米国が好機と見た。

＊台湾IT19社、13.9%減収…昨年12月　ﾊﾟｿｺﾝ関連苦戦
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ禍を背景とした20～21年にかけての特需の反動で、ﾊﾟｿｺﾝ販売が大きく減少、
生産や部品の供給を手掛ける企業が苦戦。
⦿台湾主要IT各社の22/12月売上（売上・億台湾㌦、（）内前年増減率）
・ﾎﾝﾊｲ（iPhone生産）6293(▴12.3)、・TSMC（半導体生産）1925（23.5）、
・ﾍﾟｶﾞﾄﾛﾝ（iPhone生産）1127（▴27.6）、・ｸｱﾝﾀ（ＰＣ受託生産）1063（▴14.8）、
・ｺﾝﾊﾟﾙ（PC受託生産）725（▴43.2）、・ｴｲｽｰｽ（ﾊﾟｿｺﾝ）410（▴20.7）、
・ﾒﾃﾞｨｱﾃｯｸ（半導体設計）386（▴16.3）、・UMC（半導体生産）209（3.3）

＊脱炭素、技術革新で挑む…核融合発電、全個体電池、人工光合成
❶核融合発電➤核融合発電は、燃料となる重水素と三重水素の原子核同士を超高温のﾌﾟﾗ
ｽﾞﾏ状態にすることで融合させてﾍﾘｳﾑ原子に変え、その際に発生するｴﾈﾙｷﾞｰで発電する。1
㌘の燃料供給を止めればすぐ反応が止まり、放射性廃棄物が少なく、従来の原発よりも安全
性が高い。
・50年以降といわれる実用化が早まる可能性がある。
❷全個体電池➤全個体電池に使う電解液を個体の電解質に置き換える。発火のﾘｽｸが減
り、安全性が高まる。現行のﾘﾁｳﾑｲｵﾝの性能は理論限界に近づいている。全個体にするとｲ
ｵﾝの動き易さや耐熱性などが改善するため、ｴﾈﾙｷﾞｰ密度は現状の数倍、充電時間は数分
の1にできる可能性があると期待されている。
❸人工光合成➤22年12月欧州で開かれた人工光合成の技術を競う競技会で、東京大学や
INPEXなどのﾁｰﾑなどが優勝。人口光合成は水を分解して水素をつくりCO₂と反応させて燃料
やﾌﾟﾗｽﾁｯｸ原料を作る。研究ﾁｰﾑは30年頃の達成を目標にする。

＊中国ｸﾗｳﾄﾞ　東南ｱｼﾞｱで攻勢…ｱﾘﾊﾞｯﾊﾞやﾌｧｰｳｪｲ新拠点
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　割安さ、米ﾃｯｸを追う
ｱﾘﾊﾞﾊﾞ集団やﾌｧｰｳｪｲなど中国のｸﾗｳﾄﾞ大手が東南ｱｼﾞｱで攻勢に出ている。ﾀｲやｲﾝﾄﾞﾈｼｱな
どﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰの拠点を相次ぎ新設。ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟの多額の支援策を打ち出し、ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾄﾗﾝｽﾌｫｰ
ﾒｰｼｮﾝ（DX）の需要を取り込む。割安さも武器に、先行する米ｱﾏｿﾞﾝ･ﾄﾞｯﾄ･ｺﾑなど巨大ﾃｯｸを
追う。
⦿中国ｸﾗｳﾄﾞ大手が東南ｱｼﾞｱに注力（DC＝ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰ）
　・ｱﾘﾊﾞﾊﾞ➤22年5月にﾀｲにDC新設。ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、ﾏﾚｰｼｱでDC運営
　・ﾌｧｰｳｪｲ➤22年11月にｲﾝﾄﾞﾈｼｱにDC新設。ﾀｲやｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙでも運営
　・ﾃﾝｾﾝﾄ➤ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙやｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、ﾀｲでDC運営

＊中国、家計の節約志向なお…12月、ｺﾛﾅ混乱続く
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｺｱ物価上昇0.7%どまり
中国の消費者物価指数（CPI）が伸び悩んでいる。2022年12月の総合指数は前年同月比1.8%
上がったが、家計の購買力を映すとされる食品とｴﾈﾙｷﾞｰを除くｺｱ指数の上昇率は0.7%にとど
まった。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽを巡る混乱で消費者心理が悪化し、節約志向が根強い。
・国家統計局が12日発表した。総合指数の上昇率は前月より0.2㌽拡大した。生鮮果物やｲﾓ
類など食品の値上がりが主因だ。
・23年に入り、大都市ではｺﾛﾅ感染がﾋﾟｰｸを越えたとの見方が多い。4年ぶりに移動制限がな
い春節休暇を迎え、消費の持ち直しを期待する声は多い。消費が回復し、需要がけん引する
形で物価上昇率が拡大するまでには、一定の時間がかかりそうだ。



2023/1/15 経済

2023/1/16 経済

2023/1/16 経済

2023/1/17 医薬

2023/1/17 経済

＊ｻｲﾊﾞｰ脅迫　「交渉人も登場」…企業「身代金払った」4割
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　引き伸ばし・減額を狙う
企業を狙うﾗﾝｻﾑｳｴｱ（身代金要求型ｳｲﾙｽ）攻撃の脅威を受け、ﾊｯｶｰとの交渉を担う「交渉
人」が登場してきた。ｻｲﾊﾞｰ犯罪の治験が乏しい被害企業に代わり、時間の引き伸ばしや要
求額引き下げを試みる。身代金を払ったという被害企業は4割に上るとの調べもある。ｻｲﾊﾞｰ
攻撃が高度になるなか企業は防衛の専門的ﾉｳﾊｳが足らないため、交渉人に頼らざるを得な
いｹｰｽが出ている。
・世界で身代金要求額は増えているが、支払額の増加は抑えている。

＊ｴｰｻﾞｲ、半額で新薬普及…認知症薬『ﾚｶﾈﾏﾌﾞ』、日本で承認申請
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　前回の失敗を教訓に
ｴｰｻﾞｲは16日、米ﾊﾞｲｵｼﾞｪﾝと開発したｱﾙﾂﾊｲﾏｰ病薬『ﾚｶﾈﾏﾌﾞ』を日本で承認申請した。患者
と家族にとっては待望の新薬で、米国ではすでに迅速承認を得た。米での年間薬剤費は2万
6500㌦（約350万円）に設定。これは両社が2021年に発売したものの、普及しなかったｱﾙﾂﾊｲ
ﾏｰ薬「ｱﾃﾞｭｶﾇﾏﾌﾞ」の半額以下（当初比）だ。戦略的な値付けには新薬普及に懸けるｴｰｻﾞｲの
強い思いが託されている。
・21年6月に承認されたが、普及せず事実上失敗した。理由は2つ、高額な価格設定と不十分
な臨床試験ﾃﾞｰﾀだった。ｴｰｻﾞｲの内藤CEOは「支払い可能な価格水準を考慮することが大変
重要だ」と言及。「現代の製薬企業に求められているのはｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝと新薬へのｱｸｾｽだ」と強
調。

＊①AI研究　中国突出…論文の質・量　米国引き離す
　　　　　　　　　　　　　　　企業10強にも4社・日本は低下、量で9位に
人工知能（AI）の研究で中国が存在感を増している。過去10年の各国のAIに関する論文の量
や質を調べると、中国が2019年に質の面でも首位になって以降、2位の米国を突き放す傾向
が鮮明になる。企業別でも中国勢は上位に4社。国力を左右するAI競争は米中の主戦場にな
る。

＊②
⦿注目論文数の上位10社（2021年）（順位、企業、論文数、16年の順位）
　❶ｱﾙﾌｧﾍﾞｯﾄ（米）127（2）、❷ﾏｲｸﾛｿﾌﾄ（米）93（1）、❸IBM（米）71（3）
　❹ﾒﾀ（米）63（4）、❺ﾃﾝｾﾝﾄ（中）54（ー）、❻ｱﾘﾊﾞﾊﾞ（中）42（ー）
　❼ﾌｧｰｳｪｲ（中）40（7）、➑ｱﾏｿﾞﾝ（）（米）、❾ｴﾈﾋﾞﾃﾞｨｱ（米）33（ー）
　❾国家家電（中）33（9）
・中国勢は10社中4社が入り、勢いが目立つ。
・中国企業で有数の研究力を誇る国有送電会社・国家電網は数億にのぼるｽﾏｰﾄﾒｰﾀｰから
集めたﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀを分析し、電力の需要予測やﾄﾗﾌﾞﾙの検知などに役立つ技術を開発。AIの
研究成果は実用に繋がりやすく、米中の企業はこぞって開発に力を入れる。日本勢ﾄｯﾌﾟは
NTTで質では17位に留まる。中国にどう対抗するかが問われる。

＊韓国、中東でｴﾈ外交…UAEと3.8兆円事業合意
　　　　  　　　尹大統領、100社伴い訪問「 水素や原子力技術供与」
韓国が中東外交で攻勢をかける。尹錫悦（ﾕﾝ･ｿﾝﾆｮﾙ）大統領は15日、訪問先のｱﾗﾌﾞ首長国
連邦（UAE）でﾑﾊﾝﾏﾄﾞ大統領と会談し、総額300億㌦（3.8兆円）規模の共同事業に合意。露に
よるｳｸﾗｲﾅ侵攻でｴﾈﾙｷﾞｰ
安全保障が世界的な課題として浮上するなか、韓国は水素や原子力等中東産油国が欲する
技術を供与し、長期的な関係を固めるねらいだ。
・22年11月にｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱと26件の投資契約・覚書➤事業規模290億㌦（石油化学、建設、ｹﾞｰ
ﾑ、ｽﾏｰﾄｼﾃｨ、水素、環境技術等）。
・23年1月にUAEと13件の覚書締結➤事業規模300億㌦（防衛産業、石油備蓄、企業投資、水
素生産、宇宙協力、ﾍﾞﾝﾁｬｰ支援、原発など）



2023/1/17 社会

2023/1/18 社会

2023/1/18 経済

2023/1/18 経済

2023/1/18 経済

2023/1/18 経済

＊中国人口減　61年ぶり…働き手、今後10年で9%減
　　　　　　　　　　　　　　　　　　老いる　経済けん引役
中国が人口減少時代に入った。2022年末の人口は61年ぶりに前年末を下回り、世界最大の
人口大国をｲﾝﾄﾞに譲ったもようだ。産児制限のﾂｹで少子高齢化が止まらず、23年からの10年
間で生産年齢人口は約9%減る。働き手の減少が足かせとなり、世界経済をけん引してきた中
国の成長にﾌﾞﾚｰｷがかかる。
・国勢調査によると中国の「団塊の世代」と呼ばれる63年生まれの男性が法定退職の60歳
（女性管理職は55歳）に達する2023年から大量退職が本格化する。日経新聞の調査に基づく
と向こう10年で計2億3400万人が定年退職する。一方、労働市場に参入する若年人口は1億
6600万人に留まる。「未富先老」が現実味を帯びる。

＊中国経済回復　不安も…10～12月成長、2.9%に失速
　　　　　　　　　　　　　　　　　　輸出低迷・貯蓄志向・ｺﾛﾅ再拡大
中国国家統計局が17日発表した2022年10～12月の実質国内総生産（GDP）は前年同期比
2.9%増と、7～9月3.9%から減速した。「ｾﾞﾛｺﾛﾅ」政策の終了で23年は経済活動が正常化に向
かうが、輸出の低迷や家計の貯蓄志向など経済の回復力には懸念が残る。人口減少以外に
も多くの課題を抱えている。

＊農業の脱炭素に商機…ﾄｰｲﾝｸﾞ・独自の炭で土壌を改良
　　　　　　　　　　　　　　　　　ﾙｰﾄﾚｯｸ・肥料の効率仕様を促進
農業の脱炭素を後押しするｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟの取り組みが広がってきた。名古屋大学のTOWING（ﾄｰ
ｲﾝｸﾞ、名古屋市）は土壌環境の改良に使う「ﾊﾞｲｵ炭」で、温暖化ｶﾞｽの排出を抑制する新製品
を2月に発売する。世界で排出される温暖化ｶﾞｽのうち、農業由来は約1割を占める。ｶｰﾎﾞﾝｾﾞ
ﾛの実現に向け、新興勢商機は拡大している。
⦿脱炭素に取組む主なｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ（社名、事業内容、脱炭素の施策）
❶TOWING「人工土壌開発」➤化学肥料が不要な「ﾊﾞｲｵ炭」を発売
❷笑農和「水田管理ｼｽﾃﾑ」➤水田から排出するﾒﾀﾝｶﾞｽを抑制
❸ﾙｰﾄﾚｯｸ「農作物の自動栽培ｼｽﾃﾑ」➤肥料の使用料を最適化する
❹ﾌｪｲｶﾞｰ「ｶｰﾎﾞﾝｸﾚｼﾞｯﾄの発行支援」➤脱炭素の栽培手法を伝え促進
❺ｻｸﾞﾘ「衛星ﾃﾞｰﾀで農地状況調査」➤農地の温暖化ｶﾞｽ削減、効果判定

＊LG化学、脱石化へ3本柱…電池材料・ｴｺ素材・新薬
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　30年に売上高の5割に
韓国LG化学が事業構造の転換を加速する。電池材料・ｴｺ素材・新薬の「成長の3本柱」に投
資を振り向け、2030年の単体売上高で3事業の比率を半分程度に引き上げる。集中投資して
いた電池部門は分社・上場して軌道に乗った。収益力に陰りが見える石油化学事業の依存
脱却を進めるため、新たな収益減の確保を目指す。
・「狡兎三窟」の姿勢でｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ進出の礎を築いたと辛学喆CEOが言う。ずるいｳｻｷﾞは3つの
隠れ家を持つ。3事業を三窟に例える。

＊銃密造の脅威　米ITが規制…3Dプリンター悪用、ﾈｯﾄで拡散
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 自動検知の仕組みも
安倍晋三元首相の銃撃事件でも使われ、許可なく製造された拳銃、ｺﾞｰｽﾄｶﾞﾝ（幽霊銃）の脅
威が増している。3Dﾌﾟﾘﾝﾀｰで造った高威力の銃がﾀﾞｰｸｳｪﾌﾞ（闇ｻｲﾄ）で売られている。SNSで
情報が氾濫し、米ｸﾞｰｸﾞﾙなどは自主規制に乗り出す。大日本印刷は3Dﾌﾟﾘﾝﾀｰでの製造防止
技術を開発するが、規制にはﾊｰﾄﾞﾙも高い。適正、不正の判別が難しい。
⦿大手ITの自主規制にも限界も（G＝ｸﾞｰｸﾞﾙ、A＝ｱﾏｿﾞﾝ、T＝ﾂｲｯﾀｰ）
❶懸念される助長行為➤G「YouTubeにおける製造情報の拡散」、A「ｺﾞｰｽﾄｶﾞﾝの出品・購
入」、Ｔ「製造情報の販売ｻｲﾄへの誘導」
❷公表している自主規制➤G「銃の販売、他人を害する動画を削除、再投稿はAIで検知」、A
「法規制に反する商品は出品停止」、T「暴力の助長や規制商品であれば削除も」
❸現状➤G「製造や射撃のﾉｳﾊｳを紹介する動画氾濫」、A「ﾓﾃﾞﾙｶﾞﾝやｴｱｶﾞﾝなど合法商品は
規制対象外で多く出品」、T「銃の販売ｻｲﾄｱｶｳﾝﾄが定期的に投稿を継続」

＊中国人口減　揺らぐ「強国」…軍入隊、理系学生が二の足
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 工場も敬遠　製造大国に影
中国が人口減少時代に突入し、習近平指導部が掲げる「強国」路線に影がさしている。少子
化が進むなか、軍や工場で働こうとする若者が減っており、製造業大国の地位も揺らぐ。米国
との長期対立を視野に入れる指導部にとって抜本的な改善策が急務だが妙案が見つからな
い。



2023/1/19 経済

2023/1/20 東南ｱｼﾞｱ

2023/1/20 経済

2023/1/20 経済

2023/1/20 医薬

2023/1/21 経済

2023/1/22 経済

＊米ﾃｯｸ、堅調組も人員削減…ﾏｲｸﾛｿﾌﾄ1万人
　　　　　　 効率化と投資、両立模索（昨年は20年ぶり高水準）
米ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ業界の人員削減が続いている。18日にはﾏｲｸﾛｿﾌﾄが世界で1万人を解雇すると発
表。テｯク企業による人員削減は2022年に20年ぶりの高水準になり、23年に入って更に加速
している。業績が比較的堅調だった企業でも雇用調整が広がり、株式市場が求める経営の効
率化と将来を見据えた投資を両立しようとしている。

＊ﾊﾞﾝｺｸ「新中央駅」開業…空港線や長距離列車集約『1日100万人』
　　　　　　鉄道網再編で渋滞緩和「住商や日立、機械・車両提供」
ﾊﾞﾝｺｸ中心部から10㎞。「ｸﾙﾝﾃｰﾌﾟ・ｱﾋﾟﾜｯﾄ中央駅（ﾊﾞﾝｽｰ中央駅）」で19日、日本が建設を支
援した東南ｱｼﾞｱ最大級の鉄道駅が本格稼働した。市街と地方都市、空港などを結ぶ各種鉄
道の発着が集約され、2030年代には1日の利用者が100万人に達すると予想される。鉄道利
用の促進で交通渋滞の緩和などの効果が見込まれるが、ﾀｲ政府が期待する駅周辺の都市
開発は遅れている。日本の手腕が試されている。
・日本政府関係者は「官民ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ（PPP）のﾉｳﾊｳを持つ日本への期待は大きい」と指摘
する。新中央駅の周辺開発の成否は、日本の力量を測る試金石となる。

＊「ﾚｱﾒﾀﾙの脱中国貢献」（ｶﾅﾀﾞ天然資源相）…LNGの対日輸出開始
ｶﾅﾀﾞのｳｨﾙｷﾝｿﾝ天然資源相は19日、EV電池の重要素材のﾘﾁｳﾑ、ﾆｯｹﾙ、といったﾚｱﾒﾀﾙ
（希少金属）の増産を促す考えを示した。中国はﾚｱﾒﾀﾙの生産や加工で大きなｼｪｱを持つが、
日本や米国と連携し、「脱中国」で大きな役割を果たすと語った。2020年台半ばまでに液化天
然ｶﾞｽ（LNG）の対日輸出を始め、友好国のｴﾈﾙｷﾞｰ安全保障に寄与する考えも示した。ｶﾅﾀﾞ
はﾚｱﾒﾀﾙなどの生産や加工を拡大する方針だ。

＊中国の自動運転　ﾚﾍﾞﾙ4黄信号…運行規制やｺｽﾄが壁に
中国で、特定の条件下で自動運転を実現する「ﾚﾍﾞﾙ4」の普及に黄信号がともっている。運航
規制やｺｽﾄ面の壁が立ちはだかり、事実上の政府目標の達成は不透明感が増している。収
益化が難航する中で関連投資は激減。文遠知行（ｳｨｰｸﾗｲﾄﾞ）など自動運転ﾀｸｼｰを手掛ける
新興企業は戦略転換を迫られている。
・調査会社のS&Pｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾓﾋﾞﾘﾃｨの陳光遠ｱﾅﾘｽﾄは「ﾚﾍﾞﾙ3以上の法整備が中国全体で不十
分だ。整備されても規模拡大まで時間が必要」と指摘する。ﾚﾍﾞﾙ4に対する過度の期待は、中
国以外で萎みつつある。

＊変異しても効くﾜｸﾁﾝ…米ﾌｧｲｻﾞｰなど、ｺﾛﾅで汎用型治験
　　　　　　　　　　　　　　　　次の感染症流行に備え
新型ｺﾛﾅやｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞのｳｲﾙｽに変異が起きても十分な効果がある汎用性の高い新型ﾜｸﾁﾝ
を目指す取り組みが進む。独ﾋﾞｵﾝﾃｯｸと米ﾌｧｲｻﾞｰなどは臨床試験を進めており、国際基金の
支援を受けたＮＥＣなど国内勢も開発を急ぐ。ｺﾛﾅ禍の収束だけでなく、将来の新たなﾊﾟﾝﾃﾞﾐｯ
ｸ（世界的大流行）への備えとしても期待がかかる。

＊中国不動産、在庫圧縮急ぐ…碧桂園・最大25%値引き
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　兼業集団・購入者に車贈呈
中国の不動産企業が過剰在庫の圧縮を急いでいる。中国恒大集団などの信用不安で消費
者心理が冷え込み、2022年末時点の在庫面積は21年末比で約2割増えた。最大手の碧桂園
など各社はそろって値引きによる販売に動く一方、新たな用地取得を巡ってが民間と政府系
で対応に差が出ており、将来の勢力図に影響しそうだ。
・民営不動産の雄・碧桂園は最大25%値引く。業界では驚きが広がった。

＊対ﾛｼｱ貿易　中印突出…1～11月で3.4倍「輸出入とも最高」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　昨年　制裁抜け穴、侵攻の戦費に
中国とｲﾝﾄﾞがﾛｼｱとの貿易を急拡大させた。2022年に中国は輸出、輸入ともに各最高を記
録。ｲﾝﾄﾞの貿易額は1～11月の累計で前年同期の3.4倍に膨らんだ。ｳｸﾗｲﾅに侵攻したﾛｼｱの
戦費調達を事実上支えており、対ﾛ制裁の抜け穴になっている。
・米ｴｰﾙ大経営大学院によると、ﾛｼｱ事業の撤退や縮小を表明した企業は1月時点で千社を
超えた。このうち事業の全面停止や完全停止の会社は約340社ある。



2023/1/22 経済

2023/1/22 経済

2023/1/22 経済

2023/1/23 医薬

2023/1/24 経済

2023/1/24 東南ｱｼﾞｱ ＊ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ　南ｼﾅ海開発へ…石油・天然ｶﾞｽ採掘容認
　　　　　　　　　　　　　　　中国と新たな緊張も　東南ｱ各国と連携
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱが南ｼﾅ海の南部で、権益確保の動きを強めている。自国領・ﾅﾄｩﾅ諸島周辺の排他
的経済水域（EEZ）で石油と天然ｶﾞｽの採掘を近く始める方針だ。ただ開発地域は、中国が一
方的に主権を主張する「九段線」の内部と重なり、新たな緊張を生む可能性がある。
⦿ｲﾝﾄﾞﾈｼｱは南ｼﾅ海でASEAN各国との連携強める
　・ﾍﾞﾄﾅﾑ➤22年12月にEEZの境界に関する12年間の交渉を締結
　・ﾌｨﾘﾋﾟﾝ➤22年9月に海洋安全保障の強化に向け防衛協力協定に署名
　・ﾏﾚｰｼｱ・ﾌﾞﾙﾈｲ➤23年前半にもﾅﾄｩﾅ諸島周辺で合同軍事演習を検討

＊電子処方箋　資格1割のみ…医師・薬剤師、26日低調ｽﾀｰﾄ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　医療ﾈｯﾄ完結に壁
26日に全国で運用が始まる医薬の「電子処方箋」を巡り、取り扱いに必要な資格を取得した
医師と薬剤師は1割程度に留まるとのこと。恩恵を受けられる患者は当面ごく一部に限られ
る。資格取得に関する政府の姿勢が曖昧なことが足を引っ張る。電子処方箋は医療ｻｰﾋﾞｽを
ﾈｯﾄで完結できるかの鍵を握る。普及に向けて政策の見直しが必要となる。
・薬局に持ち込む紙の処方箋をﾃﾞｼﾞﾀﾙ情報にする。医師は患者に電子処方箋の番号を伝
え、、薬剤師は患者の示した番号をもとに処方箋を閲覧する。一部地域での先行導入を踏ま
え、全国に広げる。

＊中国、LNG長期契約急増…ｼﾉﾍﾟｯｸなど、安定調達図る
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　世界の4割、影響力増す
中国のｴﾈﾙｷﾞｰ各社が液化天然ｶﾞｽ（LNG）の長期購入契約を増やしている。少量を随時売買
するｽﾎﾟｯﾄ取引に比べ、発電燃料など向けに数十年にわたって安定調達できるからだ。2022
年末までの2年間で中国勢が締結した購入契約量は年5千万㌧近くに上り、世界全体の4割を
占めた。調達先は米国やﾛｼｱから中東に広がり、大口の買い手として中国の影響力が高ま
る。

＊②
・ﾊｯｶｰ攻撃の察知・・ﾄﾚﾝﾄﾞﾏｲｸﾛの調査によると、ﾗﾝｻﾑｳｴｱ攻撃を侵入初期の段階で「検知
できる」と答えた日本企業は34.5%と海外平均の42.2%よりも少ない。
・翻訳ｿﾌﾄが発達・・DeNAｾｷｭﾘﾃｨ部の松本隆氏は「以前は日本語の使用が攻撃を防ぐ壁に
なっていたが、翻訳ｿﾌﾄの発達で崩れてきた」
・ｻｲﾊﾞｰ防衛の虚弱さ・・日本のｻｲﾊﾞｰ防衛が虚弱な背景には、組織内でITの専門家を育て
ず、外部のﾍﾞﾝﾀﾞｰに開発や運用を丸投げする慣習が根強いことがある。主要ﾍﾞﾝﾀﾞｰを一度も
変えたことがない企業は8割に上る。「1社に丸投げし続けることで自社の課題を主体的に考
える人材や意識が乏しくなる」という。
・企業も攻撃の脅威を我が事と捉え、、守りを固める必要がある。

＊中国春節　国内人気…香港旅行、航空券の予約31倍
　　　　　　　　　　　　 農村で感染拡大懸念『大型連休21日～27日』
⦿春節前後40日間の中国の空港利用者数予測
『成都640万人（29%）』➤三国志関連の史跡やﾊﾟﾝﾀﾞ基地、『西安220万人（70%）』➤平馬傭等
旧王朝の史跡、『北京822万人（2倍）』➤故宮や万里の長城、『上海650万人（11%）』➤ﾃﾞｨｽﾞ
ﾆｰﾗﾝﾄﾞや西洋建築の街区、『ｱﾓｲ147万人（▴6%）』➤独自建築文化のｺﾛﾝｽ島、『香港31倍』
ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞやｸﾞﾙﾒ、『ﾏｶｵ約2倍』➤ｶｼﾞﾉ、『海南島三亜274万人（8%）』➤ﾋﾞｰﾁﾘｿﾞｰﾄ、『雲南省昆
明400万人（18%）』➤自然と少数民族文化

＊①ｻｲﾊﾞｰ攻撃　日本に矛先…攻撃数、3年で倍増
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　対応丸投げ　虚弱性放置
海外からのｻｲﾊﾞｰ攻撃の矛先が日本に向かっている。攻撃を検知したり、ｼｽﾃﾑへの侵入を
防ぐためにｿﾌﾄを修復したりするのが主要国で最も遅く、防衛力が弱いためだ。背景にはIT開
発のﾍﾞﾝﾀﾞｰへの丸投げが多く、ｻｲﾊﾞｰ防衛への当事者意識が希薄になりがちなことがある。
政府もｻｲﾊﾞｰ攻撃を未然に防ぐ体制整備に乗り出した。
・ｼｽﾃﾑ修正➤ｼｽﾃﾑに弱点があればﾊｯｶｰが侵入する穴となる。早期に修復する必要がある
が、日本は対応が遅い。ﾊﾟﾙｽｾｷｭｱ製VPNの虚弱性が公表されてから1週間後に修復された
割合は日本が9%、独49%、米国31%を下回る。



2023/1/24 南ｱｼﾞｱ
（ｲﾝﾄﾞ含）

2023/1/24 南ｱｼﾞｱ
（ｲﾝﾄﾞ含）

2023/1/25 経済

2023/1/25 東南ｱｼﾞｱ

2023/1/26 東南ｱｼﾞｱ ＊AI駆使　ﾀｲ宅配、海外へ…ﾌﾗｯｼｭ、ﾌｨﾘﾋﾟﾝで1万人採用
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　最短経路・低価格で台頭
ﾀｲの宅配大手、ﾌﾗｯｼｭ・ｴｸｽﾌﾟﾚｽが海外展開を加速する。2023年はﾌｨﾘﾋﾟﾝで1万人の従業員
を追加採用するほか、ﾍﾞﾄﾅﾑ進出を検討する。同社は創業5年ながらAIで最短ﾙｰﾄを作成し、
短時間・低価格を強みに急成長。ﾀｲで初めて企業価値10億㌦（約1300億円）以上の未上場
企業「ﾕﾆｺｰﾝ」となり、上場を達成するために収益力の拡大を急ぐ。
・AIを利用し、配達員は一般的な同業より4割多い荷物を処理する。
⦿ﾌﾗｯｼｭは東南ｱｼﾞｱに積極展開
　◎ﾀｲ➤17年創業、従業員3.5万人。
　　・ﾏﾚｰｼｱ＝22年に宅配開始。・ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ＝第2の開発拠点を検討
　　・ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ＝EC向け倉庫運営。・ﾍﾞﾄﾅﾑ＝23年に宅配開始
　　・中国＝北京にIT開発拠点、技術者700人。ﾗｵｽ＝21年に宅配開始
　　・ﾌｨﾘﾋﾟﾝ＝21年に宅配開始、従業員1.1万人

＊ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ　地熱開発活発に…INPEXが発電所拡張
　　　　　　　　　　　　　　活用まだ1割　脱炭素の柱に
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱで地熱発電を巡る動きが活発になっている。INPEXは2023年に発電所の拡張や新
規の地質調査に乗り出す。最大手の国営石油会社ﾌﾟﾙﾀﾐﾅは能力増強を見据えて子会社の
株式上場に動く。ｲﾝﾄﾞﾈｼｱは世界2位の地熱資源量を誇り、政府は脱炭素化に向けて地熱拡
大に期待を寄せる。最も、発電所を稼働するまでの道のりは険しく、思惑通りに伸ばせないﾘｽ
ｸもある。
・採掘に至るまで、相応の初期費用がいる。調査開始から稼働するまで15年程度とされ、事
業化には財務的な余力も求められる。

＊「ﾌｧﾌﾞﾚｽ」に偏る中国半導体…自給拡大につながらず
半導体の自給率向上を目指す中国の政策手段のひとつに豊富な資金がある。官民のﾌｧﾝﾄﾞ
が半導体ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟに投融資し、新興企業向けの株式市場で上場させる筋書きだ。ただ自給
拡大に繋がらない案件が過半を占める事態となっている。
・事業領域別では、ﾃﾞｼﾞﾀﾙICの設計が46.7%と最も多く、ｱﾅﾛｸﾞICの設計が17.5%で続く。つま
り、回路設計に特化し、ﾁｯﾌﾟ製造は外部委託する「ﾌｧﾌﾞﾚｽ（工場無し）」事態の会社が64.2%を
占めている。「投資の規模や回収を考えると合理的な偏りだが、半導体の自給率向上に直接
に寄与しない」。ｸﾞﾛｽﾊﾞｰｸﾞの大山聡代表はこう指摘する。
・中国の苦戦は、豊富な資金が半導体産業の振興に必要条件だが、十分条件ではないことを
示している。

＊①ｲﾝﾄﾞ、人口世界一へ…米欧日と戦略ｽﾞﾚ
　　　　　　　　　　　　　　　　「途上国の代弁者」を自任
分断が深まる世界でｲﾝﾄﾞが存在感を高めている。「あなた方の声はｲﾝﾄﾞの声だ」。2023年の
20ヵ国・地域（G20）議長国として発展途上国の代弁者を自任する。国連推計で14億人を超え
た人口は23年、資料が残る1950年代以降で初めて中国を抜き、世界最多となる見通しだ。ｲﾝ
ﾄﾞの台頭は何を意味するのか。
◆米中に次ぐ経済大国に・・ｱｼﾞｱ開発銀行（ADB）はｲﾝﾄﾞの2023年の実質成長率を7.2%と、域
内46ヵ国・地域で最高と予測。国際通貨基金（IMF）によれば22年のGDPは旧宗主国の英国を
上回り、世界5位。25年にﾄﾞｲﾂ、27年には日本を抜き、米中に次ぐ3位に躍り出る。

＊②
　ｲﾝﾄﾞが歴史的にﾛｼｱと親密とはいえ、同じ民主主義陣営の米欧や日本は「戦略でも価値観
でも利害が重なる我々の側へなぜもっと近づかないのか」と苛立った。ｲﾝﾄﾞは近年、中国抑止
のため米欧日接近していただけに、なおさらだ。
◆民主陣営から脱落も・・ｽｳｪｰﾃﾞﾝのVｰDem（多様な民主主義）研究所は2020年の報告書で
ｲﾝﾄﾞを「ﾒﾃﾞｨｱ、市民社会、野党勢力が自由に活動できる領域が極端に狭まり、民主主義のｶ
ﾃｺﾞﾘｰから脱落する寸前だ」と評した。
◆「世界最大の民主国家」をうたいつつ、その名実を乖離させながら大国化へひた走るｲﾝﾄﾞ。
言われて久しい「ｱｼﾞｱの世紀」が「ｲﾝﾄﾞの世紀」を意味するようになった時、世界にはより厄介
な存在となりかねない予感。



2023/1/27 経済

2023/1/27 経済

2023/1/27 経済

2023/1/27 医薬

2023/1/28 東南ｱｼﾞｱ

2023/1/31 東南ｱｼﾞｱ

2023/1/31 経済

＊塩野義、感染症専心の勝算・・・化合物情報　強み生かす
　　　　　　　　　　　　　ｺﾛﾅ薬実用化、巨大製薬に対抗
塩野義製薬は世界で3番目となる新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの飲み薬「ｿﾞｺｰﾊﾞ」を実用化した。欧米のﾒｶﾞ
ﾌｧｰﾑ（巨大製薬会社）に比べると、塩野義の売上高は10分の1以下でしかないが、ｽｲｽ・ﾛｼｪ
などが断念する中で小兵の勝ち筋を示した。年間売上高が1000億円を超す大型薬「ﾌﾞﾛｯｸﾊﾞ
ｽﾀｰ」になると見込むｿﾞｺｰﾊﾞを強みに、感染症領域への専心でｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ競争に勝ち抜けるか。

＊東南ｱ、ｽﾏｰﾄ農業の波…ｸﾎﾞﾀ、管理ｱﾌﾟﾘ本格展開
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ﾃﾞｰﾀを使い効率化図る
東南ｱｼﾞｱで先端技術を活用した「ｽﾏｰﾄ農業」が広がっている。ｸﾎﾞﾀは農作業を一元管理でき
るｱﾌﾟﾘでﾀｲで本格展開する。各国には小規模な農家が多く、生産体制の効率化が遅れてお
り、ＩＴ化で改善を図る。日本企業が強固な地盤を築く地域だが、中国勢や現地の新興企業が
攻勢をかけており、競争力の向上を大きな課題になる。
・東南ｱｼﾞｱの農機市場は日本の牙城とされる。ｸﾎﾞﾀはﾀｲにﾄﾗｸﾀｰ市場でｼｪｱ8割を握る。近
年は競合の攻勢に押されがち。ｲﾝﾄﾞﾈｼｱのｺﾝﾊﾞｲﾝ市場は中国の同業ﾜｰﾙﾄﾞが参入、ｸﾎﾞﾀの
ｼｪｱは7割を割る。ﾀｲやﾐｬﾝﾏｰでも販売網を広げている。ﾍﾞﾄﾅﾑではﾐﾓｻがｽﾏﾎで灌漑ｼｽﾃﾑを
拡大。ﾏﾚｰｼｱでは現地企業がﾄﾞﾛｰﾝ関連ｻｰﾋﾞｽとして作物の健康をAI分析等。

＊ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ　水素発電にｶｼﾞ…50年に5割、脱天然ｶﾞｽ依存
電気代45%上昇・・ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙが水素ｼﾌﾄに乗り出す背景に、天然ｶﾞｽへの過度な依存がある。
脱酸素の足かせとなるほか、大半を輸入に頼ることからｴﾈﾙｷﾞｰ安全保障でもﾘｽｸが大きい。
最近では市況変動の影響が直撃し、家庭の電気料金は21年初めから1年半で45%上昇した。
・水素の現地生産は困難、ｹｯﾍﾟﾙは隣国ｲﾝﾄﾞﾈｼｱの水素の低ｺｽﾄ生産を探る。ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙに近
いｽﾏﾄﾗ島で地元国営石油会社や米ｼｪﾌﾟﾛﾝと組み地熱を利用して年4万㌧規模でｸﾞﾘｰﾝ水素
をつくる構想だ。
・脱炭素や電源改革のASEAN加盟国がｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙの取り組みを注視する。

＊全個体電池（次世代電池の大本命）、開発遅れ➤日本は政策転換か
⦿「次世代の本命」全個体電池は３つの課題で開発に遅れ
　❶界面の接合⇒正・負極が充放電により膨張収縮すると、個体電解質と離れてしまい性能
が低下する。
　❷ｲｵﾝ伝導率⇒電気を運ぶｲｵﾝは個体の中で動きやすい材料が必要
　❸硫化水素の防止⇒有望な硫化物系材料は製造時や故障時、有害
　　　　　　　　　　　　　　　な硫化水素が発生する可能性がある。

＊中国ｺﾝﾋﾞﾆ王　5万店体制に…美宣佳、安さ強み　27年７割増
　　　　　　　　　　　店舗売上高　底上げ課題『昨年中国首位』
中国ｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽｽﾄｱ最大手、美宣佳（ﾒｲｲｰｼﾞｱｰ）は2027年までに、店舗数を現在比7割増の5
万店に引き上げる。割安や出店ｺｽﾄの低さを武器に攻勢をかけ、22年には群雄割拠の同国ｺ
ﾝﾋﾞﾆ市場で約1割の店舗ｼｪｱを握った。1店舗当たりの売上高（平均日販）などでは競合に劣
り、1強体制を盤石にするには課題が残る。
・2022年の全店売上450億元（約8600億円）。1997年創業、現在1万店舗。

＊韓国、今年1.7%成長へ…中銀予想で減速　高金利重荷
　　　　　　　　　　　　　　　　　  住宅ﾛｰﾝ、家計圧迫
韓国経済の減速に拍車がかかってきた。韓国銀行（中央銀行）が26日発表した2022年の国
内総生産（GDP）の伸び率は前年比2.6%で、21年の4.1%を下回った。23年は1.7%を見込む。
・物価抑制や通貨防衛のための高金利策が住宅ﾛｰﾝを軸に家計負債の金利負担を膨らま
せ、消費を冷やしている。対中関係の悪化、設備投資や建設投資がﾏｲﾅｽ。半導体の低迷で
輸出0.7%増に留まる予想。

＊現代自、営業益最高1兆円…前期　生産回復・SUV好調で
韓国の現代自動車が26日に発表した2022年12月期の連結営業利益は、前の期比47%増の9
兆8200億㌆（約1兆300億円）と、12年ぶりに過去最高を更新した。半導体不足の解消によっ
て生産台数が回復したほか、利幅の大きい多目的ｽﾎﾟｰﾂ車（SUV）や高級ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ「ｼﾞｪﾈｼｽ」の
販売が好調だった。
・現代自は23年の販売台数目標を22年比9%増の432万台とする。うちEVは54%増の33万台を
見込む。特に米国での販売拡大に注力する。


